
 

 

 

 

 

 

 

事業計画及び収支予算 

 

自 令和８年４月 １日 

至 令和９年３月３１日 

 

 

 

 

 

全国中小企業団体中央会 

 



 

 

 

令和８年度基本活動方針及び事業計画 

 

全国中小企業団体中央会 

 

【基本活動方針】 
 

 昭和 31年 4 月に全国中央会は設立登記され、本会は令和 8年度に創立 70年を迎え、10月 29日に

は創立 70周年記念式典を開催する。まずは直近 10年の活動を振り返るとともに節目の年を次の 5年

後を見据えた起点と位置付け、未来への決意を新たにし、令和 8年度の基本活動方針とする。 

 

 10 年前の 60 周年時(平成 28年度)は、4月 14日と 16日に震度 7を記録した熊本地震が発生した。

本会は「団結は力 見せよう組合の底力！」のスローガンの下、グループ補助金等による被災組合や仮

設組合の支援など震災対策を行った。3年間の「ものづくり補助金基金事業」の終了後も補正予算に

より 47都道府県中央会とともに引き続き同事業の運営・執行を行った。平成 29 年度以降は、輸出や

生産が好調を維持する一方、人手不足感がバブル期並みにまで高まった。平成 30 年度には「つながる 

ひろげる 連携の架け橋」の新たなスローガンを策定し、中小企業組合の今日的課題と新たな方向性及

び中央会の支援のあり方を報告書として策定し、ビジョンを示した。 

 令和に入り、新型コロナウイルスが企業活動の継続に深刻な影響を与えた。中央会は、団地組合や

旅館組合等が行う集団職域接種の取組やオンラインによる給付金等の相談業務などコロナ対策を行っ

た。令和 3年度は、ウクライナ情勢に伴う経済制裁、急速な円安進行等の影響により、原油価格・物

価が高い水準で推移し、半導体の不足もあり、サプライチェーンに深刻な影響を及ぼした。組合によ

る連携事業継続力強化計画・BCP 策定数が着実に増加し、SDGsの取組やポストコロナに向けた事業再

構築など新たな動きが見られる中、創立 65周年記念式典を開催した。 

 令和 4年度以降も世界的なインフレ傾向や不透明な国際情勢が続く一方、設備投資と賃上げが高い

水準で推移するなど成長に向けた兆しが見えてきた。この間、会員で組織される中央会は、年間 21万

件を超える巡回指導を行い、中央会の価値向上に向けた繋がりを広げるとともに、中央会本来の役割

である課題対応支援事業、サプライチェーン全体の価格転嫁の浸透、設備投資・省力化投資補助金の

執行を通じた生産性の向上、稼ぐ力を共同の取組等を通じて中小企業・小規模事業者の成長支援に取

り組んだ。 

 

 現下の我が国経済は、国内投資や賃上げが 30年ぶりの高水準となり、名目 GDP が 600兆円を超える

など成長型経済への確かな動きが見える一方、中小企業・小規模事業者の取り巻く環境は、中東をは

じめ国際情勢の不透明化が一層深まる中、原油高、原材料の供給不足、人手不足、トランプ関税の影

響、円安に伴う物価高、最低賃金の大幅な引上げ、金利引上げ、地震をはじめ林野火災や豪雨・台風

等の度重なる自然災害の発生により、厳しい状況が続ており、生産性と収益性の向上が課題となって

いる。 

 

 こうした中、中央会は、支援体制強化(予算と人員の拡充)を図り、商工会議所・商工会、中小機

構、商工中金等関係機関との連携を強化し、個社では対応が難しい課題を組合のプラットフォームを

通じて面的支援を行う。今年 1月に施行された中小受託取引適正化法と受託中小企業振興法の厳正な

執行、官公需を含めた適切な価格転嫁の徹底、団体協約の推進を通じ、賃上げの原資確保をけん引し

ていく。省力化補助金や新ものづくり補助金による生産性向上支援、賃上げ促進税制・投資促進税制

・研究開発税制等の各種税制の活用推進、組合の育成就労制度への円滑な移行支援、重点支援地方交

付金の中小企業への効果的な支援の推進を図る。本年は、東日本大震災から 15 年、熊本地震から 10

年、能登半島地震から 3年を迎えるが、いずれの被災地も復興の途上にあることを踏まえ、中央会は



 

 

引き続き事業継続力の強化に取り組む。昨年の国際協同組合年の取組を踏まえ、中央会は地域の暮ら

しを支える会員に寄り添い、巡回指導、窓口相談、各種支援施策を通じて会員の成長を支援する。伝

統産業の振興をはじめ地域の安全・安心で豊かな地域社会づくりに貢献し、中央会のプレゼンスを向

上させる。 

全国中央会は、令和 8年度、政策提言力を一層強化するとともにセキュリティ対策を含めデジタル

化を一層推進し、データを活用した支援体制の強化を図るとともに、事業の執行状況と実効性の可視

化を進める。本会が掲げるスローガン(「つながる ひろげる 連携の架け橋」)に加えて、全国の組合

が自らの価値、役割、存在意義を再認識できるよう、新たに中小企業組合のキャッチコピー・ロゴマ

ークを策定・周知するとともに組合の魅力を広く発信することを通じて組合の存在感を高める。これ

らの取組を通じ、多様な業種団体で構成される中央会の会員増を図る。 

 

 中央会は、中小企業・小規模事業者の収益力の向上の実現に向けて、①新事業をはじめ組合事業の

推進等を通じた組合員の成長支援と危機管理の強化、②人手不足を克服するための生産性の向上と育

成就労制度への円滑な移行支援、③生み出した付加価値を利益に繋げる価格転嫁・取引適正化の推

進、の 3つを柱に掲げ、次の 75 周年を迎える 5年後(令和 13年度)までの到達目標を示し、強い決意

をもってその実現に向けた挑戦を本年度からスタートする。 

 

 

 

 

 

 

⇒

1.中央会会員団体数 　　　　　23,250団体 ⇒ 23,500団体

⇒

2.年間設立組合件数　　　　　　　　　　 年300件 ⇒ 　年300件

【令和8年3月中小企業組合の設立動向調査241件】 ⇒ 【令和13年3月中小企業組合の設立動向調査】

3.中小企業の人件費等の30％以上の価格転嫁率 25% ⇒ 80%

⇒

4.連携事業継続力強化計画組合参加率 15% ⇒ 20%

⇒

5.課題対応事業採択団体の目標達成率 80% ⇒ 80%

⇒

6.指導員研修受講者の支援業務への実践率 65% ⇒ 80%

⇒

7.ビジネス総合保険加入件数 39,000件 ⇒ 5万件

⇒

【令和8年度の目標値】 【5年後(令和13年度)の到達値】

【令和8年3月末会員数調査22,828団体】 【令和12年3月末会員数調査】

【令和7年度労働事情実態調査16.0%】 【令和12年度同実態調査】

【令和8年3月末件数36,071件】 【令和12年3月末調査】

【中小企業庁データをもとに集計(令和7年4月～令和8年3月)13.9%】 【令和12年度同左】

【令和7年組合等課題対応支援事業成果調査値78.3%】 【令和12年同成果調査値】

【令和6年度中央会指導員研修ｱﾝｹｰﾄ調査61%】 【令和12年度同ｱﾝｹｰﾄ調査】



 

 

【事業計画】 
 

（１） 中小企業連携組織対策推進事業 

 ① 都道府県中央会及び全国組合等に対する指導・連絡事業 

  ⅰ 都道府県中央会等への実地指導・研修会等への派遣 

   ・ 経済情勢、中小企業政策の動向、新設組合の組成、課題対応等既存組合の活性化及び中央

会の事業活動に関するテーマを設定して実施 

  ⅱ 全国組合等に対する指導・連絡 

   ・ 全国を地区とする組合等への支援のための実地指導・連絡 

   ・ 全国を地区とする組合等の設立に向けた支援 

   ・ 業種別組合等を通じた業種別経営課題の把握 

   ・ 組合青年部、女性の活躍推進、組織化及び活動強化に向けた支援 

  ⅲ 組合等に関する指導資料の作成 

 

 ② 指導員等能力開発事業 

  ⅰ 人材養成研修 

  （ⅰ） 初任者基礎研修 

      期  日 令和８年６月１日（月）～５日（金） ※令和７年度より１日増 

      場  所 全国中央会研修室 

  （ⅱ） 事務局長等研修 

      期  日 令和８年７月 23日（木）～24 日（金） 

      場  所 全国中央会研修室 

  （ⅲ） 実務者研修 

      期  日 令和８年 10月８日（木）～９日（金） 

      場  所 全国中央会研修室 

  （ⅳ） 部課長等管理者研修 

      期  日 令和８年 11月５日（木）～６日（金） 

      場  所 全国中央会研修室 

【成果目標】受講者からの肯定的評価 80%以上と支援業務への実践率 65％以上 

  ⅱ 情報提供研修 

   第１回（組合指導）令和８年８月５日（水）～６日（木） 

   第２回（総  務）令和８年９月２日（水）～３日（木） 

   第３回（労  働）令和８年 11月 25日（水）～26日（木） 

   第４回（ものづくりサービス・省力化）令和８年 12月２日（水）～３日（木） 

   第５回（政  策）令和８年 12月 16日（水）～17日（木） 

【成果目標】受講者からの肯定的評価 80％以上と支援業務への実践率 65％以上 

  ⅲ 組合等問題研究委員会 

  （ⅰ） 組合青年部活性化研究会 

  （ⅱ） 中小企業組合士活性化研究会 

  （ⅲ） 組合等の取引問題等解決に関する委員会の開催 

  （ⅳ） 組合等の事業・運営の課題解決に資する研究会の開催 

  （ⅴ） その他組合等が対応を迫られている課題の解決等に資する研究会の開催 

 

 ③ 組合等中小企業連携組織指導事業 

  ⅰ 個別専門指導 

  （ⅰ） テーマ別指導 



 

 

【成果目標】相談件数延べ 25 件以上 

  （ⅱ） コンサルタント継続指導 

【成果目標】１組合以上の継続指導 

  ⅱ 組合管理者等研修 

  （ⅰ） 全国団体研修会 

【成果目標】受講者からの肯定的評価 80％以上 

  （ⅱ） 組合決算実務研修会 

【成果目標】受講者からの肯定的評価 80％以上 

  （ⅲ） 会計業務等相談委託事業 

    ・ 公認会計士による窓口相談 

【成果目標】相談件数 20件以上 

 

 ④ 中小企業組合等課題対応支援事業 

  ⅰ 組合等助成事業 

  （ⅰ） 中小企業組合等課題対応支援事業 

【成果目標】応募件数 55件以上（活路、ネットワーク、連合会の３事業） 

      予算額の執行率 100％ 

      課題対応事業成果調査目標達成率 80％ 

    ア 中小企業組合等活路開拓事業（展示会等出展・開催事業を含む） 

    イ 組合等情報ネットワークシステム等開発事業 

  （ⅱ） 小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業 

  （ⅲ） 取引力強化推進事業 

  ⅱ 組合等への実地指導等 

  ⅲ 中小企業組合等課題対応支援事業成果調査事業 

 

 ⑤ 組合等の調査・研究、情報収集・発信事業 

  ⅰ 組合特定問題実態調査事業 

  （ⅰ） 中小企業団体情報連絡員景況調査 

  （ⅱ） 中小企業労働事情実態調査 

  （ⅲ） 中小企業組合設立動向調査 

  ⅱ 組合資料収集加工移転調査研究事業 

  ⅲ 広報事業（法制度改正のＰＲ冊子、施策を活用した組合の成果情報他） 

【成果目標】ＰＲ冊子２種類作成 

 

⑥ 中小企業組合等検定試験制度推進事業 

  ⅰ 中小企業組合検定試験委員会の開催 

  ⅱ 中小企業組合検定試験問題作成委員会の開催 

  ⅲ 中小企業組合検定試験問題の作成 

  ⅳ 中小企業組合検定試験の実施（試験日 12月６日） 

  ⅴ 中小企業組合士認定審査委員会の開催 

【成果目標】受験者の増加（令和７年度 374人⇒令和８年度 400人）約 10％増加 

  ⅵ 中小企業組合士スキルアップ研修 

【成果目標】研修受講者の増加（令和７年度 171人⇒令和８年度 190人）約 10％増加 

 

 ⑦ 組合指導情報整備事業 

  ⅰ ＤＸ推進研修 



 

 

    期  日 令和９年１月 14日（木）～15日（金） 

    場  所 全国中央会研修室 

【成果目標】受講者からの肯定的評価 80％以上と支援業務への実践率 65％以上 

  ⅱ 情報専門機関への派遣 

  ⅲ ネットワーク運営事業 

    ホームページ・クラウドサービスの運用管理、各種サーバー等の維持管理 

【成果目標】本会事業や国等の施策の周知等本会 Webページの更新 250回以上 

  ⅳ 組合支援データベース構築 

 

 ⑧ 組合等の人材養成事業 

【成果目標】受講者からの肯定的評価 80％以上 

  ⅰ 中小企業組合士全国交流研修会 

    期 日 ６月 12日（金） 

    場 所 帝国ホテル大阪（大阪府大阪市） 

  ⅱ 受注力強化全国セミナー 

    期 日 ７月９日（木） 

    場 所 アルカディア市ヶ谷（東京都千代田区） 

  ⅲ レディース中央会全国フォーラム 

    期 日 10月 23日（金） 

    場 所 中国料理東天紅上野本店（東京都台東区） 

  ⅳ 組合青年部等全国講習会 

    期 日 11月 13日（金） 

    場 所 神戸メリケンパークオリエンタルホテル（兵庫県神戸市） 

  ⅴ 直面する課題解決のためのセミナー開催 

  （ⅰ） 事業継続・ＢＣＰ等のセミナー 

  （ⅱ） その他業種別課題解決に資するセミナーの開催 

 

 ⑨ 小規模事業者組織化指導事業 

  ⅰ 小企業者組織化指導事業 

【成果目標】予算額の執行率 90％以上 

      研究会・セミナー 受講者からの肯定的評価 80％以上 

  （ⅰ） 都道府県中央会に対する小企業者組織化指導事業に関する助成 

  （ⅱ） 都道府県中央会及び小企業者組合等に対する実地指導 

  （ⅲ） 小企業者組合モデル組合事例集の作成 

  （ⅳ） 小企業者の組織化に係る調査研究・中央研究会の開催 

  （ⅴ） 小企業者組織化指導研究会 

  ⅱ 小規模事業者連携促進事業 

  （ⅰ） 都道府県中央会に対する小規模事業者連携促進事業に関する助成 

  （ⅱ） 成果普及セミナーの開催 

 

 ⑩ 外国人技能実習生制度適正化事業（育成就労制度への円滑な移行支援に関する内容を含む） 

  ⅰ 都道府県中央会に対する適正化指導事業（適正化指導の実施、適正化講習会の開催）の助成 

  ⅱ 指導助言事業 

【成果目標】監理団体及び実習実施者指導回数 800 回 

 

 ⑪ 制度改正等の課題解決環境整備事業 



 

 

【成果目標】専門家派遣・講習会開催（全体で計 300 件） 

 

 ⑫ 組合等に関する指導資料等の作成 

  ・ 中小企業組合等課題対応支援事業成果調査事業報告書 

  ・ 先進組合事例抄録 

  ・ 中小企業労働事情実態調査結果報告 

  ・ 中小企業月次景況調査結果（12回） 

  ・ 中小企業組合の設立動向 

  ・ 小企業者組合モデル組合事例集（中小企業組合ガイドブック） 

  ・ その他各種組合指導資料の作成 

 

（２） 補助事業（中小企業庁ほか） 

 ① 令和７年度補正事業環境変化対応型支援事業 

【成果目標】専門家派遣・講習会開催（全体で計 300件） 

 

 ② 中小企業等海外展開支援事業費補助金（海外知財訴訟保険事業）（特許庁） 

【成果目標】加入件数５件以上 

 

 ③ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金） 

（中小企業基盤整備機構） 

【成果目標】ものづくり補助金における成果事例の発信（10事例） 

 

 ④ 中小企業省力化投資補助事業（中小企業基盤整備機構） 

【成果目標】中小企業省力化投資補助金における成果事例の収集・発信（10 事例） 

 

（３） 業務請負事業（独立行政法人中小企業基盤整備機構） 

① 中小企業景況調査事業 

 

（４） 一般事業 

① 総会、理事会、正副会長会議、監事会、評議員会等の開催 

 

② 都道府県中央会事務局代表者会議の開催 

 

③ 全国団体事務局交流会の開催 

 

④ 専門委員会（総合、金融、税制、労働、商業、サービス業、工業、エネルギー・環境）の開催 

 

⑤ 中小企業団体全国大会特別委員会の開催 

    期 日 10月 29日（木） 

    場 所 ホテルニューオータニ（東京都千代田区） 

 

⑥ 第７７回中小企業団体全国大会の開催 

    期 日 11月 19日（木） 

    場 所 熊本城ホール メインホール（熊本県熊本市） 

 

⑦ 表彰等 



 

 

  ⅰ 中小企業振興功労者顕彰 

  ⅱ 第７８回中小企業団体全国大会会長表彰 

  ⅲ 全国中央会創立７０周年記念式典会長表彰 

  ⅳ その他式典等での会長表彰 

 

⑧ 最低賃金審議会委員全国連絡会議の開催 

 

⑨ 大会、総会、ブロック会議等への出席 

 

⑩ 建議・陳情及び大臣・政党との懇談会等の開催・出席 

 

⑪ 行政、関係機関との連絡に関する事業 

ⅰ 各関係省庁及び政府系関係機関との連絡体制の強化 

ⅱ 中小企業関係商工団体との連携、連絡会議等の開催 

ⅲ 連合、税理士会、社会保険労務士会等との連絡会の開催 

 

⑫ 対外ＰＲに関する事業 

 

⑬ 組合制度・中小企業関連法令等の普及・広報 

 

⑭ 全国団体との連携促進に関する事業 

 

⑮ 中小企業組合士資格認定登録・更新に関する事業 

【成果目標】認定登録・更新送付数に対し 70％以上の登録・更新 

 

⑯ 海外関係機関等との連絡・交流等に関する事業 

  ⅰ 日韓中小企業経済フォーラム 

    期 日 10月 14日（水） 

    場 所 韓国中小企業中央会 KBIZホール（韓国ソウル特別市） 

 

⑰ 図書資料の企画・編集と発行・販売に関する事業 

ⅰ 月刊誌「中小企業と組合」 

ⅱ 中小企業組合関係税制のあらまし 

ⅲ 事業協同組合設立の手引き 

ⅳ 組合指導資料 

ⅴ 中小企業政策課題に必要な資料の収集 

【成果目標】図書販売収入前年度比５％増 

 

⑱ 中小企業経営の安定化に関する支援事業 

  ⅰ ビジネス総合保険制度の普及 

  ⅱ 業務災害補償保険制度の普及 

  ⅲ 所得補償制度の普及 

  ⅳ サイバー保険制度の普及 

  ⅴ 海外向け中小企業ＰＬ保険制度の普及 

  ⅵ 取引信用保険制度の普及 



 

 

【成果目標】ビジネス総合保険年間加入件数増（３万９千件）その他保険は前年度実績件数５

％増 

ⅶ 共済事業推進研究会の開催 

  ⅷ 中央会バリュー倶楽部の普及 

【成果目標】取扱件数昨年比５％増 

  ⅸ 中小株式会社のディスクロージャーに関する支援事業 

ⅹ 中央会電子認証システムの普及促進に関する事業（証明書発行終了） 

 

⑲ 中小企業倒産防止共済制度・小規模企業共済制度・中小企業退職金共済制度の普及と加入促進 

【成果目標】倒産防止共済及び小規模企業共済の中央会（復託団体含む）経由新規加入数

12,000 件以上 

 

⑳ 都道府県中央会との連携による活動・事業 

  ⅰ 中央会財政基盤確立に向けた活動・事業の企画・評価の検討等 

  ⅱ 組合等の提案型・伴走型支援に向けた活動・事業の目標・評価の検討等 

  ⅲ 都道府県中央会による活動・事業の情報収集と外部発信 

 

㉑ 民間会社等との連携による組合事務局及び組合員企業支援サービスの提供 

 

㉒ 職員の資質向上、デジタル化推進等全国中央会事務局の強化への取組み 

 

㉓ 全国中央会創立７０周年記念事業 

  ⅰ 記念式典 

    期 日 10月 29日（木） 

    場 所 ホテルニューオータニ（東京都千代田区） 

  ⅱ 表彰 

    経済産業大臣表彰、中小企業庁長官表彰、全国中央会会長表彰 

  ⅲ 製作物等 

    記念誌、記念品、組合キャッチコピー・ロゴマーク 

 



 

 

【収支予算】 

 

【収入の部】 （単位：千円）

令和８年度 令和７年度 増　　減 備　考

款 項 目 予 算 額 予 算 額

Ⅰ賦課金等収入 会費収入 269,440 269,700 △ 260

１号会員会費 125,940 126,700 △ 760

2～5号会員会費 112,500 112,000 500

賛助会員会費 31,000 31,000 0

Ⅱ補助金収入 補助金収入 国庫補助金収入 586,000 581,675 4,325

Ⅲ事業収入 事業収入 485,600 414,900 70,700

事業分担金収入 15,000 15,000 0

組合検定試験受験料収入 3,000 3,000 0

全国大会負担金収入 17,900 17,900 0

図書事業収入 15,000 15,000 0

組合士認定登録料 4,000 4,000 0

実費収入 430,700 360,000 70,700

Ⅳ事業外収入 事業外収入 3,500 800 2,700

受取配当金 3,000 0 3,000

雑収入 500 800 △ 300

1,344,540 1,267,075 77,465

【支出の部】 （単位：千円）

令和８年度 令和７年度 増　　減 備　考

款 項 目 予 算 額 予 算 額

Ⅴ事業費 918,550 883,550 35,000

　連携組織対策

　推進事業費 827,600 796,900 30,700

指導員及び職員 指導員23人

設置費 246,600 221,500 25,100 職員4人

給料・扶養手当 105,000 93,000 12,000

地域手当 19,500 18,500 1,000

通勤手当 6,600 6,000 600

期末手当 52,000 43,000 9,000

住宅手当 4,000 3,500 500

超過勤務手当 9,500 9,500 0

福利厚生費 30,000 28,000 2,000

福利環境整備費 20,000 20,000 0

特別指導員及び 指導員3人

特別職員設置費 38,700 34,100 4,600 職員1人

給料・扶養手当 15,500 13,800 1,700

地域手当 3,100 2,600 500

通勤手当 1,500 1,500 0

 期末手当 8,500 6,600 1,900

住宅手当 500 500 0

超過勤務手当 3,000 3,000 0

福利厚生費 4,600 4,100 500

福利環境整備費 2,000 2,000 0

指導員等能力開発

事業費 10,200 17,000 △ 6,800

指導員等能力開発

事業費 10,200 17,000 △ 6,800

科　　　　　　　目

合　　　　　　計

科　　　　　　　目



 

 

 

令和８年度 令和７年度 増　　減 備　考

款 項 目 予 算 額 予 算 額

組合等中小企業

連携組織指導費 6,800 6,800 0

組合等中小企業

連携組織指導費 4,400 4,400 0

会計業務等相談

委託費 2,400 2,400 0

中小企業組合等

課題対応支援事業費 267,000 265,000 2,000

中小企業組合等

課題対応支援事業 181,000 181,000 0

小企業者組合成長戦略

推進プログラム支援 8,500 8,400 100

取引力強化推進事業 51,100 51,100 0

事務費 26,400 24,500 1,900

情報収集・

発信事業費 5,200 5,000 200

組合特定問題実態

調査費 2,000 1,800 200

組合資料収集加工

移転調査研究費 2,200 2,200 0

広報費 1,000 1,000 0

調査研究・

情報提供等事業 81,900 80,900 1,000

旅　　費 4,000 4,000 0

庁　　費 23,000 23,000 0

研修受講料 900 900 0

組合等検定試験

制度推進費 13,000 13,000 0

特別研究指導費 6,000 5,000 1,000

組合指導情報整備

事業費 20,000 20,000 0

組合支援データベース

構築事業費 15,000 15,000 0

組合等の人材

養成事業費 8,200 8,500 △ 300

県中央会指導員等

研修費及び情報専

門機関への派遣等 8,500 8,500 0

小規模事業者組

織化指導事業費 60,300 60,700 △ 400

指導旅費 5,000 7,300 △ 2,300

小企業者組織化特別

講習会開催費 9,700 10,200 △ 500

組合事例集作成

配布費 4,500 4,200 300

調査研究費 6,400 10,600 △ 4,200

小規模事業者連携

促進事業費 34,700 28,400 6,300

科　　　　　　　目



 

 

 

令和８年度 令和７年度 増　　減 備　考

款 項 目 予 算 額 予 算 額

外国人技能実習

制度適正化事業費 57,100 51,800 5,300

外国人技能実習制度

適正化事業費 57,100 51,800 5,300

制度改正等の課題

解決環境整備事業費 45,600 45,600 0

制度改正等の課題

解決環境整備事業費 45,600 45,600 0

　一般事業費 90,950 86,650 4,300

振　興　費 77,200 73,900 3,300

振興指導費 6,500 6,200 300

振興事業費 7,500 6,000 1,500

セミナー等開催費 0 3,000 △ 3,000

70周年記念式典費 50,000 0 50,000

周年記念事業引当金戻入 △ 50,000 0 △ 50,000

表　彰　費 1,000 1,000 0

建議陳情費 7,000 5,500 1,500

会　議　費 6,000 3,000 3,000

全国大会費 36,500 36,500 0

図書事業費 9,000 9,000 0

資料購入費 1,000 1,000 0

資料作成費 700 700 0

広報費 2,000 2,000 0

組合士認定登録

事業費 6,250 6,250 0

組合士記章等作成費 700 700 0

組合士登録事務委託費 5,000 5,000 0

認定登録費 550 550 0

教育普及費 6,000 5,000 1,000

情報化推進費 6,000 5,000 1,000

研修事業費 1,500 1,500 0

研修事業費 1,500 1,500 0

Ⅵ一般管理費 280,350 238,050 42,300

人件費 114,000 104,000 10,000

役員報酬 30,000 27,000 3,000 役員2人

給料手当 53,000 48,000 5,000

福利厚生費 21,000 19,000 2,000

退職給与引当金繰入 10,000 10,000 0

業務費 92,850 84,050 8,800

総会・役員会費 19,000 19,000 0

交　通　費 2,100 700 1,400

通　信　費 1,850 1,750 100

印　刷　費 300 300 0

事務用品費 4,000 3,000 1,000

業務委託費 12,000 12,000 0

会館維持管理費 20,000 19,000 1,000 　

車　両　費 7,600 7,500 100

什器備品費 8,000 7,000 1,000

科　　　　　　　目



 

 

 

令和８年度 令和７年度 増　　減 備　考

款 項 目 予 算 額 予 算 額

修　繕　費 5,000 3,000 2,000

関係団体負担金 1,000 1,000 0

渉　外　費 4,000 2,800 1,200

減価償却費 6,000 5,000 1,000

雑　　費 2,000 2,000 0

諸税負担金 73,500 50,000 23,500

租税公課 2,500 2,000 500

消費税等 71,000 48,000 23,000

Ⅶ事業外費用 68,200 68,200 0

施設整備等引当金繰入 38,000 38,000 0

周年事業引当金繰入 10,000 10,000 0

ｼｽﾃﾑ構築引当金繰入 20,000 20,000 0

支払利息 200 200 0

Ⅷ税  等 法人税等 77,000 77,000 0

Ⅸ予　備　費 440 275 165

　　　　　　　　　合　　　　　　　計 1,344,540 1,267,075 77,465

※　年度途中における補助金の増減に伴う予算の変更又は事業運営上必要がある場合の軽微な予算の増減はこれを行うことができるものとする。

科　　　　　　　目



 

 

 

収入の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．委託費収入 565,500,811

565,500,811

支出の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．事務費 565,500,811

565,500,811

科　　　目

合　　　計

科　　　目

合　　　計

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金（令和７年度補正予算）

（独立行政法人中小企業基盤整備機構）



 

 

 

収入の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．国庫補助金収入 2,370,903,402

2,370,903,402

支出の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．事務費 2,370,903,402

2,370,903,402

科　　　目

合　　　計

科　　　目

合　　　計

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進支援補助金（令和６年度補正予算）

（独立行政法人中小企業基盤整備機構）



 

 

 

収入の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．委託費収入 1,058,230,861

1,058,230,861

支出の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．事務費 1,058,230,861

1,058,230,861

科　　　目

合　　　計

科　　　目

合　　　計

中小企業省力化投資補助金（令和５年度・６年度・７年度補正予算）

（独立行政法人中小企業基盤整備機構）



 

 

 

収入の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．国庫補助金収入 118,000,000

118,000,000

支出の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．事業費 118,000,000

118,000,000

合　　　計

科　　　目

合　　　計

科　　　目

事業環境変化対応型支援事業費補助金（令和７年度補正予算）

（経済産業省中小企業庁）



 

 

 

収入の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．国庫補助金収入 2,940,000

２．加入者負担金収入 2,670,000

5,610,000

支出の部 （単位：円）

予　算　額 備　　　考

１．事業費 5,610,000

5,610,000

科　　　目

合　　　計

科　　　目

合　　　計

中小企業等海外展開支援事業費補助金（海外知財訴訟保険事業）

（経済産業省特許庁）


